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令和４年度 ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）対策の強化について 

本市では、令和３年９月に策定した「第５次京都市男女共同参画計画」において、「ＤＶ対策の強化」

を重点分野に掲げ、関係機関と連携を図りながら、相談・支援、啓発等の取組を総合的に推進している。 

平成２３年１０月には、ＤＶ対策の中核施設として「京都市ＤＶ相談支援センター（以下「ＤＶセン

ター」という。）」を開所し、初期の相談から長期にわたる自立生活まで、継続した支援を行っている。 

また、ＤＶ根絶のための市民への普及啓発や学校における人権教育の推進、緊急避難場所の確保な

ど被害者の保護、児童相談所をはじめとする各支援機関とのネットワークの構築など自立支援の充実

等にも取り組んでいる。 

 

＜令和４年度の主な事業実績＞ 

１ 相談体制等 

 ⑴ ＤＶセンターにおける支援の状況 

ア 相談支援件数 

 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

電話 ４，７９４ ５，１１７ ４，８８５ ４，８５１ 

来所等 １，０６５ ９９２ １，０４８ １，０４７ 

緊急ホットライン １０３ ８６ １０４ ６４ 

合計 ５，９６２ ６，１９５ ６，０３７ ５，９６２ 

イ ＤＶ被害者への支援状況 

 同行支援 
代行支援 

安全確保 
(民間ｼｪﾙﾀｰ) 

保護命令の 
申請 

ＤＶ相談証明書発行 
法律相談 

カウンセ

リング  うち住基閲覧制限 

元年度 ３９７ ３ １７ ２１０ １５２ ５０ ６７ 

２年度 ３２２ ５ １１ ３７１ １８５ ４２ ９０ 

３年度 ３９４ ６ １１ ２６５ １７７ ３５ ６７ 

４年度 ３９９ ９ ４ ２８７ １９７ ２８ ７０ 

 

⑵ ウィングス京都における相談件数 

 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

女性への暴力専門相談（面接） 
（月・火・木～土曜日（祝日除く）） 

１８５ １１９ ６２ １２９ 

男性のためのＤＶ電話相談 
（毎月第２，第４火曜日） 

１７ ２０ ２０ ２１ 

 

 実施効果・評価 

  令和２年度、３年度はコロナ禍において、特別定額給付金（1人１０万円）をはじめとする各種

給付金やワクチン接種券を住民票地とは別の住所に避難しているＤＶ被害者が受け取るための支援

を行ったため、ＤＶセンターの相談件数が増加した。各事業に該当する可能性のあるＤＶ被害者に

その都度個別連絡し、丁寧な支援が実施できた。 

  また、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、ウィングス京都を一時閉館したことにより、女

性への暴力専門相談（面接）の相談件数が令和２年度、３年度は例年より少なくなったが、令和４

年度は増加に転じており、継続して相談窓口を運営する。 

資料２ 
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２ 被害者支援 

⑴ 民間シェルターへの支援 

ア 京都市民間緊急一時保護施設補助金 

    京都府家庭支援総合センター等で満室等の理由により保護できない場合などに、ＤＶ被害者

の安全確保のため一時保護を行う民間の緊急一時保護施設（民間シェルター）に対し、家賃補

助を行う。 

   令和４年度実績：１，４０４，０００円交付（３室×１２箇月） 

 イ 京都市配偶者等からの暴力被害者緊急一時避難支援事業費補助金 

ＤＶセンターからの依頼に基づき、民間シェルターや母子生活支援施設がＤＶ被害者の緊急 

時における安全確保を行った場合に、運営団体に対して措置費を支給。 

 
補助金額(円) 延べ日数(日) 

利用者数(人) 

（母子合計） 

元年度 １２０，７５０ ９ ９ 

２年度 １９６，９２０ １５ １３ 

３年度 ２１３，７８０ １９ １２ 

４年度 ４０８，５９０ ３３ １８ 

  実施効果・評価 

   公的シェルターだけでは対応できないニーズに応え、ＤＶ被害者の身の安全確保に寄与でき

た。イの措置費については、令和４年度はコロナによる行動制限の緩和等により、避難者が増加

したため、過去最多の実績となった。 

 

⑵ 市営住宅優先入居 

ＤＶ被害者の居住の安定による自立支援を目的として、ＤＶ被害者向けの市営住宅への優先入

居を年４回（５月、７月、１０月、１月）実施。 

 募集戸数 応募件数 入居件数 

元年度 ３１ １ ０ 

２年度 ２４ ２ ２ 

３年度 ３０ ０ ０ 

４年度 ２３ ２ ２ 

  実施効果・評価 

   従来、入居要件として、保護命令や一時保護、母子生活支援施設等に入所中、などに該当する必 

要があったが、令和４年度から要件が緩和され、子など同居する親族がいる場合は、ＤＶセンター

が発行するＤＶ相談証明等があれば可となった（単身者は従来どおり）。対象は広がったが、入居

要件を満たす場合であっても、希望地域の募集がない等の理由から入居実績は低調となっている。 

 

 ⑶ ＤＶ被害者自立支援 

  ア ウィングス京都におけるＤＶ被害者自立支援 

ウィングス京都において、ＤＶ被害者の心身の回復を目的として、カウンセラーの助言と立

ち合いの下、当事者同士で語り合う機会を提供する連続講座「わたしが私でいるために」や、

読書を通じてトラウマの影響や自分を大切にするセルフケアを学ぶ「トラウマ・ケアの読書

会」を実施した。 
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  令和４年度実績：講座   ３回 延べ２１名 

          読書会 １１回 延べ１５３名 

   実施効果・評価 

   ＤＶ被害者同士が集い、お互いの状況を分かち合うことで、自身に起きていることを整理し心   

身の回復を支える場を提供できたとともに、当事者のゆるやかなつながり作りにも寄与しており、 

今後も継続した支援を実施する。 

 

イ 京都市ＤＶ相談支援センターにおけるＤＶ被害者自立支援 

ＤＶセンターの利用者を対象に、加害者から避難し、新しい生活を始める中で気軽に参加でき

る催しを定期的に実施。ＤＶ被害者に有益な実務的なプログラムも交えながら、孤立しがちな被

害者の回復過程における心理的サポートにも取り組んでいる。 

   令和４年度実績：開催２回、延べ参加者数１２名 

   実施効果・評価 

    少人数で話しやすい雰囲気づくりにより、プログラムの最後には参加者同士で会話が弾む姿も 

見られるなど、ＤＶ被害者の居場所として機能している。被害者の状況や心身の回復具合に合わ 

せ、ＤＶセンターから個別に声掛けをしているため、小規模な取組になっている。 

 

３ 市民への普及啓発 

⑴ ＤＶ予防講座等 

  ア 基礎講座 

ウィングス京都において、一般市民向け基礎講座「みんなで考える男女共同参画講座」のテ 

ーマの１つにＤＶを取り上げるとともに、企業・教職員・団体向けの出前講座のテーマの1つ 

として設定し、講座開催依頼に対応した。 

 令和４年度実績：みんなで考える男女共同参画講座 テーマ「ＤＶ」 ４５名 

         出前講座 １件（専門学校の助産学科） 

   実施効果・評価 

 毎年定期的に実施する基礎講座や出前講座のテーマとして設定することで、一般市民等がＤ 

Ｖの基礎知識を気軽に学べる機会を提供できた。 

 

イ 対象者に応じたオーダーメイド型講座等 

学生など若年層を含む幅広い年齢の市民にＤＶに関する正しい知識を周知するとともに、被

害者の早期発見によって被害の深刻化を防ぐため、初期の相談に対応する関係者等を対象とし

たＤＶ予防講座を実施。また、若年層向けにデートＤＶ予防を啓発するＤＶＤやリーフレット

「デートＤＶの基礎知識」を学校や警察からの依頼に応じて提供している。 

令和４年度実績：講座４回、参加者数３１４名（母子生活支援施設１、中学校２、病院１） 

   実施効果・評価 

   母子生活支援施設には面会交流や外国籍の夫の対応など、医療従事者には被害者の早期発見や 

二次被害の予防、ＤＶセンターとの連携について、中学生には事前のアンケートでデートＤＶの

認知度を確認したうえで講座を構成し、ロールプレイを行うなど、対象者に応じた具体的な情報

を効果的に伝えることができた。ニーズを掘り起こしながら、引き続き実施する。 
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⑵ 「女性に対する暴力をなくす運動（１１月１２日～１１月２５日）」期間中の取組 

期間中に、幅広い層への周知・啓発を目的として、様々な取組を実施。パネル展示において 

   は、家庭内で発生する暴力に対し効果的に啓発を行うため、児童虐待防止と共同で実施した。 

・パープルリボンキャンペーン（京都タワーライトアップ、啓発物品配布） 

・京都市役所ライトアップ 

・市役所分庁舎、各区役所、ウィングス京都等でのパネル展示 

・地下鉄広告 

・シティリビング、リビング京都への広告掲載 

・きょう☆ＣＯＬＯＲへの掲載 

・すこやかクラブ京都広報紙への掲載 

・ＳＮＳでの発信（京都市公式ＬＩＮＥ・Ｘ（旧twitter）・facebook、京都市共生社会推進 

室Ｘ（旧twitter）・facebook、大学生向けアプリ（KYO-DENT等） 

  実施効果・評価 

   ＤＶ防止について性別、年齢を問わず広く周知を行った。若年層、子育て世代、高齢者等、対

象を絞った効果的な啓発もさらに検討する必要がある。 

 

４ 関係機関との連携協力 

ＤＶ被害者支援を円滑に実施するため、様々な関係機関と連携協力し、事案に即した具体的な支

援策の協議や取組の連携の促進を図っている。 

・ 府市合同により３４機関で構成されている「配偶者等からの暴力に関するネットワーク京都会

議」において、全体会議と３つの実務者会議（相談部会、啓発部会、保護自立支援部会）を開

催。ネットワーク京都会議の主催により、ＤＶをテーマとしたシンポジウムを毎年開催してい

る。 

   ＜令和４年度＞１２月７日 京都リサーチパークにて 

基調講演「ＤＶ被害者支援としての加害者対策について」 

立命館大学 産業社会学部教授 中村 正 氏 

・ 市内を所管している警察署及び京都府警察本部生活安全対策課と被害者の安全確保に係る会議

を開催。 

・ 個々の実情に応じ、よりよい支援の向上に資するため、弁護士との連絡会を開催。 

・ ＤＶ防止法に基づく保護命令事件の適正・迅速な処理のため、京都地方裁判所開催の関係者会

議において保護命令に係る審理及び手続に関する諸問題について協議。 


